
1　事業の概要

①　成果目標（H24)

②　事業内容

　国庫支出金

　県　債

　その他（　　　　　　）

　一般財源

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

事業番号 08 05 08

E-mail

農地整備課

nochi@pref.nagano.lg.jp

（単位：千円）　

500

7,747 11,000

□法令等義務 □内部管理

＜参考＞

総合５か年

計画

プロジェクト  

3 元気ある地域づくりの促進 実施期間 H19 ～

目指す姿

達成13,300 13,719

事業改善シート （２４年度実施事業分）　　□予算要求　　□予算案　　　■点検

事　業　名 農地・水保全管理支払事業費農地・水保全管理支払事業費農地・水保全管理支払事業費農地・水保全管理支払事業費
担

当

課

部局 農政部

208,500

成果目標の達成状況

合計

14,200

Ｈ２４
H25

目標

現況

（見込）

課・室

事業実施主体である長野県農地・水・環境保全向上

対策協議会への活動支援

現状

H28

130,000 106,520 131,000

施策の総合的展開

2-1 魅力ある地域の創造と発信

○地域ぐるみで取り組む農地・水・環境の保全活動、取組面積13,300ha

過疎化、高齢化、混住化により集落機能が低下し、農地・農業用水等の農村資源の適切な管理が困難となっているため、農業者だけでな

く地域住民等の参画を得て、地域ぐるみで効果の高い共同活動の定着と多面的機能を維持・発揮する農業・農村を目指す。

「第２期長野県食と農業農村振興計画」における期間内整備目標

・農地・水・環境保全向上対策活動の取り組み面積：13,800（H24）→15,000ha(H29)

・農村集落における農業従事者の減少や高齢化など集落機能の低下により、農業者だけでは農地・農業用施設の管理が困難な状況と

なっている。

・国の補助制度を活用しづらい末端水利施設等の老朽化が進行し、集落がその維持保全を担う体制づくりが必要となっている。

■県でなければ実施不可　【左記の説明、根拠法令等】

□民間、市町村でも実施可能だが、県関与の必要性有 国庫補助を有効活用しながら実施することが効果的である。

農地・水保全管理支払交付金実施要綱、実施要領、交付要綱

（決算） （当初）

H24事業実績

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

H24 H25

（当初）

事業実施主体である長野県農地・水・環境保全向上

対策協議会への活動支援

県が関与

する理由

68,657 88,000

11,000

直接

目標 成果 達成状況

183,224 230,800

300 800

区　　分（単位：千円） 22年度 23年度

当初予算

25年度

208,500 230,800

67,000

補正予算

合計（A)

142,955 205,394

項目

第三者委員会の運営

事業内容

１．共同活動支援交付金 補助金

３．推進活動支援交付金 直接

実施方法項目

４．県推進事務費

２．向上活動支援交付金 補助金

182,360134,482

-23,034
共同活動の取組面

積(ha)

活動組織の存する市町村への活動推進支援

24年度24年度24年度24年度

12,855

174,700

-8,473

230,800

予

算

額

前年度繰越

Aの

財源

8,000

126,482

11,8008,1077,660

-23,393

185,107

概　算

人件費

8.50 8.60 8.50 8.60

70,695

134,481 177,814 183,224

今後、事業

をどのよう

にしていき

たいか。

　　□ 事業を実施しない　　　　　□ 事業を見直して実施　　　　　■ 事業を現行どおり実施

平成25年度についても引き続き活動面積の拡大に努め、市町村等と協働し取組んでいく。

事業制度が平成24年度から第2期対策へ移行し、平成29年度まで事業が継続されたことから、活動面積の拡大に努め、農地・農業水利

施設を維持・保全する体制づくりを進めていく。

目標に対

する成果

の状況

未実施市町村への積極的な啓蒙活動により取組面積が13,719haとなり、成果目標を達成できた。

177,000 219,000

 概算事業費（B（A）+C）

71,019

301,819205,176 248,833 253,417

71,019 70,193

事

 

業

 

コ

 

ス

 

ト


